平成12年度第２回東海地区大学図書館協議会研修会
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１．私立大学の財政基盤

　志願者数が減り、入学者が減り、大学の収入も減る。
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【表１，図１：私立大学】
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【表２，図２：私立短期大学】

　偏差値の下の学生が入学することで、教育経費が上昇する。人件費などの経費も上昇する。

· 平成12年度私立大学・私立短期大学の入学志願動向について. 月報私学. No.32, p.4-5 (2000.8), No.33, p.10-11 (2000.9)　<http://www.shigaku.go.jp/g_geppo.htm>

· 石弘光(一橋大学長). 大学競争・選別の時代. 中央公論. No.1390, p.140-145 (2000.3)　良質な教育サービスの提供、大学人の意識改革

· 私大の３割定員割れ/新入生短大では６割/補助金条件緩和へ. 朝日新聞. 2000.6.28 朝刊 p.3.

· 定員割れ/私大３割、短大６割/少子化で過去最多. 読売新聞. 2000.6.28 朝刊 p.2.

· 受ければ受かる「Ｆランク」私大194校も：全実名河合塾が格付けしたら全国４割の大学が該当. 週刊朝日. 2000.6.23 p.145-147.　９月下旬の週刊朝日にも関連記事あり

· 特集「大学白書 2000」週刊東洋経済. 2000.01.29　地方発キラリと光るユニーク大学、有名私学収支ランキング一目瞭然！私立大学の経営格差、大学志望者増減ランキング私大で志願者は大幅に減少、IT装備率ランキング格差広がる大学のパソコン装備率、就職率ランキング就職に強い大学・弱い大学、新しい大学像を語る(森毅、石弘光、川本八郎)

· 特集：日本の大学評価. 高等教育研究. No.3, p.7-146 (2000)

· 梅田守彦. 市場による大学改革『エコノミストによる教育改革への提言』の検討を中心として. 大学と教育. No.26, p.22-38 (1999.10)　「教育内容の改善などを含めた最適化行動をとるインセンティブが起きにくいことを最大の問題意識としている」(p.33)　「存続のボーダーライン上にある大学間の競争のみが激化し、生存競争とは無縁の上位校にはほとんどその（競争原理の導入の）影響は及ばない」(p.36)　『エコノミストによる教育改革への提言--教育経済研究会報告書』の要約<http://www.epa.go.jp/98/g/19980406g-kyouiku-s.html>

２．大学政策のなかの図書館

　平成３年の『大学設置基準』の大綱化により、図書館の建物、資料、閲覧席などの数量規定が大綱化され、図書館の機能面の規定が追加され、大学における図書館の機能面が明確になった。それゆえに、大学図書館員は、大学の現状と課題を認識し、大学の変化に呼応して、あるいはそれを先取りして図書館を運営する気構えが必要になる。

· 森茜. 転換期における大学図書館の管理と運営. 大学図書館研究. No.50, p.6-13 (1996.10)
　その後、学術審議会や中央教育審議会の建議や答申【表：文部省の建議と答申】に現れる図書館の機能は、大綱化の結果をそのまま反映している。

　『学術審議会. 大学図書館における電子図書館的機能の充実・強化について (建議) 1996.7.29. <http://wwwsoc.nacsis.ac.jp/anul/material/kengi.html>』では、情報化社会を反映して、図書館は、資料の収集と学術情報の提供において、電子図書館的機能を新たに付け加えるように求められた。

　『大学審議会. 21世紀の大学像と今後の改革方策について－競争的環境の中で個性が輝く大学－ (答申) 1998.10.26. <http://www.monbu.go.jp/singi/daigaku/00000303/>』では、大学は規制緩和と競争原理への対応を迫られ、図書館は学生の教室外における主体的な学習を支援するための学習環境の整備を求められた。

　『学術審議会. 科学技術創造立国を目指す我が国の学術研究の総合的推進について－「知的存在感のある国」を目指して－ (答申) 1999.6. <http://www.monbu.go.jp/singi/gaksin/00000230/>』では、研究基盤の整備の一環として、情報ネットワークの整備とデジタルコンテンツの作成が大学に求められ、図書館は資料収集・提供の多角化に努めるよう求められた。具体的には、資料購入費の確保、分担収集、相互利用、目録情報の遡及入力、電子図書館の推進、音声・画像資料の収集、保存図書館、重複資料の廃棄などが含まれる。また、図書館も含めた情報関連組織の連携や、組織の再編成による一体化も求めている。

　『中央教育審議会. 初等中等教育と高等教育との接続の改善について (答申) 1999.12.16. <http://www.monbu.go.jp/singi/cyukyo/00000305/>』は、高校教育と大学教育の連携であるが、教育履修歴の多様な新入生に対して図書館やインターネットの活用などのガイダンスの必要性が協調されている。これは、図書館が図書館自身をアピールするための貴重な機会である。

　「競争的環境の中で個性が輝く大学」において、図書館に期待されているのは、どのようなサービスで、どのような組織に変革することなのか、大学の使命を敏感に察知し、自己変革できた図書館だけが大学とともに勝ち残っていくのだろう。

以下の現状認識をもって、対策を立てなければならない。

　　1)図書館のおかれている現状　→　拡大と縮小

　　　　　・図書館の利用対象の拡大

　　　　　・図書館機能の拡大

　　　　　・サービスと利用者の多様化

　　　　　・図書館予算の減少
　　　　　・図書館職員の量的な減少と能力低下
　　　　　・組織疲労による損失

　　2)図書館は周囲からどのようにみられているか　→　存在基盤の強化

　　　　　・図書館は，設置母体の生産性に間接的にしか貢献していない

　　　　　・予算を使って独自の活動を行っている

　　　　　・予算を消化することが仕事である

　　3)図書館は何をすべきなのか　→　アイデンティティーの確立

　　　　　・何をする組織なのか (使命)

　　　　　・誰を相手にするのか (顧客)

　　　　　・何を期待されているのか (要求)

　　　　　・成果・生産物は何なのか (成果)

　　　　　・何が出来るのか (資源・計画)
　　4)積極経営のすすめ　→　とにかく生産性向上の行動を

　　　　　・エラーの回避：不良品率を下げることが生産性の向上に直結

　　　　　・組織整備：「人員，経費を節減し，さらに売上げを増加させる」気構えを

　　　　　・業務整備：図書館業務は労働集約的なので効率経営を

　　　　　・マルチソーシング：共生進化

　　　　　・人員整備：中間マネージャーや中間リーダーの能力開発

　図書館は図書館資料を住民や学生に無料で提供する．この図書館機能は，税金や授業料の還元であり，利用者にとっては当然の権利である．しかし，サービス提供の窓口と，料金徴収の窓口が異なるだけで，利用者は図書館サービスにたいしてある代価を支払っており，図書館は有料のサービスを提供している．図書館自身の立場を対外的に明快にするためにも，「価値のないものには料金を払わない」「価値のあるサービスは高く売れる」など，利用者と図書館の間の「経済行為」が存在することを認識すべきである．
· 作野誠. 効果的なサービスを創出するための図書館経営戦略の考察－大学図書館における学生の満足度向上の検討を中心に－. In. 名古屋市立大学大学院経済学研究科. 修士論文要旨集. No.10, p.48-52 (2000)　<http://www.econ.nagoya-cu.ac.jp/~yoda/sakuno.html>

· 長谷川豊祐. 図書館経営における課題と文献展望. 現代の図書館. 36(4) p.224-233 (1998.12)　<http://www2d.biglobe.ne.jp/~st886ngw/hasegawa/manage.html>
３．高等教育とは何か

　政府・地方自治体、大学の経営状態は悪化している。その対策として、行政は赤字国債を発行することで国民と地域住民に借金を背負わせてきた。また、大学は授業料の値上げで学生とその家庭の負担を増加させてきた。政府・地方自治体、大学などの非営利機関は、顧客が権利意識をもたないことをいいことに、経費削減よりも顧客にコストを転嫁してきたといえる。私大の授業料が30年で8.7倍にも増大したことは、企業努力が少しもなかったことの証拠である。 

· サービス業は製造業に比べて業務の効率化が進まず、労働生産性の向上が全くない。そのためサービス業の物価上昇は大きい。【経済企画庁の99年版物価レポート(11/18)では、30年で私大授業料8.7倍、テレビの値段は5分の1【H11.11.19 日本経済新聞朝刊]】 

· 根本的な対策としての行政改革や教育改革では、「政策評価」や「顧客満足」を制度として検討しても、改革の基本戦略がはっきりと打ち出されていない。いつ、どこで、誰が、具体的にどんなツールを駆使して、どんな手順で改革をするのか、という基本戦略が決まっていないのである。関係者すべてが、改革というのは制度や法律、あるいはルールを変えることだと思い込んでいる。改革だというと、みんなで「制度」いじりを始めてしまう。そして、観念論で疲れ果てて、答申だけ出して終わり、ということになる。【行政経営インターネットフォーラム<http://pmf.vcom.or.jp/>】

教育改革については、以下のような結果が出ており、根本的な対策の実現の困難さがうきぼりにされている。
· 「勉強しない」日本が突出　高校生の日常生活　日米中３か国調査. 読売新聞. 2000.03.17　東京朝刊　38頁 

· 学校以外の平日の勉強時間では、日本の高校生で最も多いのが「しない」で、４１・８％。一日に一時間以上勉強する生徒は、三人に一人にとどまった。米国の高校生で、勉強を「しない」のは１２・６％。半数以上が一時間以上勉強していた。中国は「しない」が８・３％で、最も多いのが「二―三時間未満」の２９・０％、八割以上が一時間以上するという熱心さだった。一方、高校への所持品を聞いた設問では、携帯電話が日本で４１・３％と、米国の１２・３％、中国の０・９％を大きく上回っている。【携帯をもっている41.8％の人たちが、勉強しない41.3％なのだろうかと勘ぐってしまう】 

· 学力低下どう対応　入学者の質確保なお課題　高校・大学「連携」探る中教審中間報告. 読売新聞. 1999.11.02　朝刊 

· 高校における必修科目の削減と選択科目の拡大は、個性化と多様化を指向していたが、結局、受験科目だけを学習する傾向を生んだ。また、受験生の負担を減らし、個性的な受験生を集めようとした大学における「一芸型」入試は、受験生集めの戦略として大学の入試科目の削減に拍車をかけた。結果的に、アドミッション・ポリシー(入学者受入方針)よりも入学定員確保が優先され、入学後の講義についてこれない大学生の「学力低下問題」が新たに発生した。（「大学入学準備セミナー」で生物、物理、日本語表現を河合塾は開講した[読売2000.3.20朝p.38]。また、河合塾は大学入試問題の作成を請け負うというサービスも開始しようとしている） 

　図書館には、経費節減、人員削減、業務のアウトソーシングなどが求められている。それは、図書館の設置母体が、経営悪化の対症療法の一つとして経営の効率化をすすめているからである。しかし、本来の目的である顧客満足よりも、手段である経営効率化それ自体が目的化している印象をもってしまう。それは、顧客満足を実現するための大学側の具体的な目標が、従業員側からは見えてこないからである。サービス業では従業員満足が顧客満足を促進し、生産性向上につながることを忘れてはならない。経営の効率化で従業員の志気が落ち込まないような配慮も必要になる。（図書館の場合は、資料提供という業務が、顧客からの感謝を引き出すので、従業員満足は過剰なほど満たされている場合も多い）

　大学の求めるものは何なのか。学生の就職率を上げることなのか。卒業時の付加価値を増すことなのか。受験者数を増やすことなのか。優秀な学生を入学させることなのか。職員の労働生産性を上げることなのか。また、学生の求めるものは何なのか。卒業資格なのか。よい就職先なのか。将来に役立つ問題解決能力なのか。

　そして、図書館は大学や学生に対してどのようなお手伝いができるのか。大学経営や学生の利益に貢献しない図書館の一般公開などではない。また、研究のためなどという漠然とした理由で高価な電子雑誌や電子図書館を導入することでもないし、利用頻度の少ない価格の高騰する学術雑誌を購読し続ける必要もない。要するに、ビルの建て替えを考えているときに、部屋の模様替えについやす労力は少ないほうがよい。 

　結局、大学や学生の求めるものの優先順位により、図書館の機能は大きく変わってくるが、どのような要求がきても大丈夫なものが、「IT技術」や「日本語表現能力」などによって達成される「情報力」の獲得への支援であろう。『情報を使う力』では、大学の使命を「情報リテラシーを身につけた市民の育成」としている。
パトリシア・セン・ブレイビク, E. ゴードン・ギー　(三浦逸雄, 宮部頼子, 斎藤泰則訳). 情報を使う力：大学と図書館の改革. 東京 : 勁草書房 ; 1995.1. (Information literacy : revolution in the library. c1989の翻訳) 

----------------------------------------------------------------------------

【図書館の機能拡大】 

●授業改善への、図書館および図書館員の活用 

●研究の生産性向上への、図書館および図書館員の活用 

●地域サービスの改善 

●大学の経営管理活動への支援：大学の経営計画策定において、図書館および図書館員は図書館の情報資源を使って、新聞の切り抜き、雑誌記事、単行本、各種の報告書、オンライン・データベース、さらにインターネットによる競合他社の情報など、戦略情報の収集・分析・評価を行うことができる。図書館員は情報管理の専門家集団として、もっとも効率的に、且つ、網羅的に戦略情報を提供できる。さらに、管理者の情報リテラシー（情報を使う力）を高める支援を行うこともできる。図書館および図書館員の有効活用は大学の生産性を高める業務改善につながる。 

----------------------------------------------------------------------------

【大学指導者に対し、図書館についての注意を喚起すべき点】 

●図書館資料価格のインフレ傾向は消費者物価指数を大きく超える。 

●新しい情報技術は図書関係費をさらに膨張させる。 

●図書館協力事業の利点と限界：サービスは向上するが、経費を抑えることはできない。 

　顧客満足とは何か。大学改革とは何か。その答は『学ぶ愉しさの演出』でしょうか。【[Nifty 流通フォーラム 11番会議室 コンビニ・FC会議室 発言No.9997]を改変】 

　教育はインターネットの時代になっても、人が仲介しておこなう「人対人のサービス」ですから、教職員が活性化していないと、学生も活性化しないし、授業にもついてこないと考えます。特に、今の時代は、様々なストレスを抱えた学生も多いことでしょうから、教員によるオフィスアワーによる、学び方や卒業後の進路などのケアが必要でしょう。また、今後は、快適空間としての図書館の重要性も出てくると思います。
· 尾崎芳治. 自主性・自立性・独自性をどう育てるか. 大学創造. 創刊号, 27p.　「面白おかしく自学自習」を保証するライブラリー

· 橋爪大三郎. アメリカの大学と情報教育--ハーバード大学の見たまま記. 本とコンピュータ. 12(2000春)　「コンピュータを道具と割り切って使いこなすことが集団としての効率とパワーを追求できることを大学が認識している。しかし、情報化に過大な幻想を抱かないで、学問は本を読むことだとの軸足がぶれていない。教室での討論を最も重視している」(p.142)　「日本ではネットワークを、何に、どう役立てるかという戦略意識が希薄である。本を徹底的に読みこなすという訓練なしに情報化に立ち向かうのは無謀だといいたい」(p.145)

· 座談会大学広報の明日を考える. 大学時報. No.265, 14-29 (1999.5)　環境変化がもたらす大学広報の行方、大学改革イコールコミュニケーション革命、大学広報は「ヒト、モノ、カネ」に次ぐ極めて重要な資源、広報がまず手がけるべき活動はインター・イノベーション、大学が経営マインドをもつことは今や当たり前、誤っていた入試広報オンリーワンの方向、学内のディスクロージャーは大学広報の役割の一つ、アイデンティティの形成に不可欠な広報、組織としての新陳代謝が企業より激しいはずの大学が、大学構成員全員がもつべき広報マインド、自分探しがうまい大学は自分たちの情報を発信できる、内と外へのコミュニケーションをつないで構成員の意識を変える、大学のアイデンティティ形成の検証になる広報活動、広報活動には大学トップ層の理解が必要、求められる提案型の大学広報、UI活動の推力エンジンは広報

４．教育サービスと私立大学図書館
　「大学図書館の機能は、大学の機能から演繹されるべきである」との指摘がある。

· 土屋俊(千葉大学附属図書館長). 名古屋大学図書系職員研修会講演(2000年5月16日)　「大学改革・情報化社会・大学図書館」　<http://CogSci.L.chiba-u.ac.jp/~tutiya/Talks/>

　業務の機械化は図書館員向けのサービスであったが、IT革命は利用者向けのサービスである。図書館(員)は考え方を改めて、広い範囲に情報サービスを展開することを指向すべきである。さらに、IT革命は高等教育の場面にも速やかにやってくるので、図書館もより素早い対応が必要である。

　　　「誰にたいしてサービスを提供すべきなのか」

　　　「図書館は情報をどのような方法で提供すべきなのか」

　　　「どのような組織でサービスを展開すべきなのか」

４－１．大学におけるCS(Customer Satisfaction：顧客満足)とは何か

1)日本型経営の先入観を捨てるべきである。
従業員偏重主義から脱却できない日本型経営： 

　　効率的な面を残す日本型雇用はコスト高で、顧客にコスト転嫁しがち。 

　　雇用の維持は結果であり目的ではない。 

会社を商品にしているシリコンバレー型経営： 

　　表面的なアイディアのみで会社自体の売り抜けを狙って、製品を軽視しがち。 

物やサービスを、いかに顧客に買ってもらい、いかに満足してもらうかという、顧客を重視する原点への回帰が両者ともに必要である。顧客満足が利益を会社にもたらし、それが従業員の雇用確保・生活向上と株主への還元を可能にする。 

[読売2000.3.12 p.12]　

2)最近の大学をとりまく状況から、顧客(学生)満足度を引き上げることが緊急の課題である。大学は教員よりも学生へのサービスを強化すべきである。 
　　　”大学のかかえる三つの問題”：少子化、均質化、幼稚化 

　　　”三つのＢの恐怖” 

　　　　　ベビー(少子化による生徒数の減少) 

　　　　　バジェット(政府の教育予算の減少) 

　　　　　ビジネス(大卒者の就職率の低下) 

　　　”知識から知恵へ” 

[週刊東洋経済(2000.01.29)特集「大学白書 2000」の記事より]

3)優先すべき課題は何なのか。大学における顧客とは誰なのか・・・。また、ＣＳとは何なのか・・・。顧客は学費を払う父母なのか？学生の父母の求める高等教育とは何なのか？

　「コンピュータを道具と割り切って使いこなすことが集団としての効率とパワーを追求できることを大学が認識している。しかし、情報化に過大な幻想を抱かないで、学問は本を読むことだとの軸足がぶれていない。教室での討論を最も重視している」(p.142) 

　「日本ではネットワークを、何に、どう役立てるかという戦略意識が希薄である。本を徹底的に読みこなすという訓練なしに情報化に立ち向かうのは無謀だといいたい」(p.145)

橋爪大三郎. アメリカの大学と情報教育--ハーバード大学の見たまま記. 
本とコンピュータ. 12(2000春) 

４－２．情報提供のプラットホーム

　電子雑誌の提供システムは、以下の組み合わせになる。1)と2)は図書館システム、3)はDBベンダー、4)は雑誌の購読代理店や出版社、5)と6)は出版社システムである。

1)図書館の作成した電子雑誌のリストから

2)OPACでの検索結果のリンクから
3)二次資料のリンクから
4)アグリゲータや出版社などの電子雑誌提供システムから
5)電子雑誌の参考文献のリンクから
6)出版社によるコンテンツアラートのリンクから
　さらに、図書館には従来までに蓄積した紙媒体資料と電子資料とのシームレスな接続を実現するハイブリッド環境のプラットホームが求められている。それは、図書館などで電子化した紀要や貴重資料、図書や論文単位の電子商取引、OPAC、電子雑誌、二次DB、Internetなど、すべての情報資源の検索・入手を融合し、一元化したプラットホームとなる。

　また、個人向けにカスタマイズしたホームページから、検索式の保存、検索結果のメール送信などのアラートサービスもおこなえる知的活動の個人向けのプラットホームも提供したい。こういった、利用者サービスと融合した業務システムの実現が求められている。

　今後の図書館は「データの統合(Aggregation)」→「データ同士のリンク(Integration)」→「ほしい情報のみを受け取るデータのカスタマイズ(Customization)」といった流れのなかでサービスを提供することになるのであろうが、当面は、こんなシナリオになるのではなかろうか。

1)ノートパソコンを図書館の閲覧席の情報コンセントに接続し、OPACやデータベースを検索する。

2)検索結果から、書架から取り出した紙の資料を閲覧席に広げ、図書館の契約している電子資料をスクリーンで読む。

3)必要な紙の資料はデジタルコピー機でパソコンに取り込み、電子資料はダウンロードする。

4)それらの資料を基に作成したレポートは、大学のメディアラボでカラープリントしたり、ホームページに載せたりして授業でプレゼンテーションする。

　図書館が、このような情報のプラットホームとして機能するためのステップとして電子雑誌を利用したい。

· 上田修一. 大学図書館の電子化サービス. 更新：2000-05-08

· http://www.slis.keio.ac.jp/~ueda/libwww/libwwwes.html
· 以上のようなことを考えていたら、Elsevier社は、LCやNLMでも採用している「Voyager」という図書館システムを開発したEndeavor Information Systems社を2000年4月に買収し、7月には、Elsevier社の電子雑誌をシームレスに利用できるようにVoyagerで改造した。ARL加盟館の採用している図書館システムのリストによると、Innopac：33館、Voyager：26館、NOTIS：12館となっており、Voyagerは人気システムであることがわかる。

· endeavor corporate news. Endeavor and Elsevier announce web editions for Voyager customers. July 9, 2000.　http://www.endinfosys.com/news/webed.htm
４－３．ハイブリッド図書館

　(株)トヨタは、ガソリンエンジンと電気モーターを組み合わせて、地球温暖化の原因とされるCO2削減および、省エネルギーを念頭に、既存のガソリンエンジン車の２倍の燃費を実現するとともに、排出ガス中のCO、HC、NOxを規制値の約1／10に低減したハイブリッドな車「プリウス」を開発した。この車の開発のコンセプトには、環境取組プラン「ECO-PROJECT」27)がある。

　雑種(Hybrid：ハイブリッド)には、しばしば雑種強勢とよばれる現象がおこり、親よりも長生きで成長もはやく、丈夫だという傾向がみられる。人も資金も不足しがちな現在の図書館は、この困難な局面を乗り切るために、以下のような機能をもつハイブリッド図書館に再編成されなければならない。

· 【高度化】ハイブリッド図書館は、電子媒体と紙媒体をミックスした高度な資料提供を行い

· 【効率化】組織の統廃合や蔵書構築方針の転換によって、効率的な図書館サービスの再構築を行う

· 【共生化】ハイブリッド図書館は、関連業界とのマルチソーシング(共同運営)により共生進化する。

· 【グローバル化】既存の枠組みにとらわれないグローバルな観点から、国内外の代理店、出版社、研究者と協力して、学術情報流通サイクルを円滑に行う。

　電子雑誌の出現を契機に、図書館は、紙と電子を組み合わせた情報提供を行うハイブリッド図書館へと自己改革し、図書館の設置母体と協調して作り上げた優れた教育のコンセプトを自己改革のバックボーンに据えて、図書館機能の拡大・強化に取り組んでいきたい。

４－４．ハイブリッド環境における図書館組織の再編成

　図書館は、IT革命や設置母体の経営戦略に対応して、図書館サービスを変革する必要がある。アウトソースなどもひとつの選択肢とした、図書館サービスの高度化、効率化を指向した図書館組織の再構築はさらに急務である。また、書店、DBベンダー、システム業者との共生進化も視野に入れなければならない。
　電子雑誌を考える場合、それぞれの図書館や雑誌係のおかれている状況を確認しておく必要がある。電子雑誌にアクセスするためには、ネットワーク基盤の整備、電子雑誌の購読料の捻出、利用者と図書館員の情報リテラシーの育成が必要になる。多額な経費の確保と職員育成は、図書館設置母体の経営政策や人事政策にかかわる事項である。

1)図書館として、予算配分と職員の情報リテラシーを含めた、電子図書館やハイブリッド図書館によるサービス体制への転換を指向しているかどうか。

2)図書館の設置母体である大学自体が、教育サービスの改善に対応するために積極的にITを活用する方向にあるかどうか。

　この二点がクリアされていなければ、電子雑誌の導入を雑誌係や図書館が推進しても独り相撲に終始することとなる。本学図書館でもこの辺が危惧されるので、雑誌係としても電子雑誌の活用に積極的になれないわけである。これを反映して、当館での電子雑誌の利用は低調である。それ故に、電子雑誌の導入に関して、大学の管理者や利用者の理解を得る努力が必要になる。

　以上、電子雑誌やリンクは情報提供を自動化するので、自動化環境に適応した図書館組織は、コンビニを手本にしたい。図書館サービスの８割は、コンビニ方式で極力、自動的に処理し、残りの２割を、図書館員によるハイタッチなサービスで提供したい。

· 私大行政管理職のリーダーは考える：アドミニストレーター論の現在[トップインタビュー孫福弘氏(慶應義塾塾監局長)に聞く]. 大学創造. 別冊, 大学職員ジャーナル. 1999年版. p.4-18 ()　図書館への期待が大きく、その期待に応えることのできる図書館員がいない。

· 郷端清人. 大学の情報化が職員をどう変えるか. 大学職員ジャーナル. 1999年度版

· 杉山 誠司. 電子図書館に未来を託す. 情報管理. 42(1) p.61-72 (2000.4) 「インターネットの時代に，図書館へ寄せられた利用者の期待に応えるには，図書館に情報専門家としての力を蓄えることこそ重要である」

· 特集=図書館のマーケティング. 情報の科学と技術. 49(2) p.56-87 (1999)　斉藤通貴. 図書館のマーケティング：顧客満足の視座. p.56-61、永田治樹. 図書館のマーケティング. p.62-68、豊田恭子. ウラ・ダストリカー氏による「経営戦略的マーケティング」. p.69-73、常世田良.　公共図書館とマーケティング：浦安市立図書館の例. p.74-78、金子康樹.　大学図書館のための新たなサービスのためのマーケティングについて. p.79-82、高森要ほか. 序説：企業図書館のガバナンスとリレーションシップ・マーケティング. p.83-87.

· 「大学図書館職員長期研修」2000<http://www.ulis.ac.jp/library/Choken/2000/>　図書館のマーケティング. 永田治樹(図書館情報大学図書館情報学部教授); 大学図書館の現状と課題. 高橋柏(東京大学附属図書館事務部長); 大学図書館における機構改革. 郷端清人(立命館大学総合情報センター次長)

· 「大学図書館職員長期研修」1999　<http://www.ulis.ac.jp/library/Choken/1999/choken_home.html>　新しい大学図書館サービスの在り方. 永田治樹(図書館情報大学図書館情報学部教授); 大学図書館における機構改革. 郷端清人(立命館大学総合情報センタ−次長); 大学改革と大学図書館. 南新平(文部省高等教育局大学課大学改革推進室学務係長) 

· 「NII平成11年度 総合目録データベース実務研修 カリキュラム」　永田治樹. 情報サービス機関としての図書館

· <http://www.nii.ac.jp/hrd/HTML/Db/lecture/h11/lecture.html>

· 「NII平成10年度 総合目録データベース実務研修 カリキュラム」　永田治樹. 図書館サービスのあり方

· <http://www.nii.ac.jp/hrd/HTML/Db/lecture/h10/lecture.html>
· 長谷川豊祐. アウトソーシングの現状と将来. 2000.6.22 平成12年度JLA短期大学図書館部会ワークショップ　<http://www.geocities.co.jp/Berkeley/4106/20000622/index.html>

· 大学はどこまでアウトソーシングできるか. カレッジマネジメント. No.104, p.4-11 (2000)　石川洋美(芝浦工業大学理事長); 佐々木嬉代三(立命館大学副学長); 野田一夫(宮城大学学長)

· 梅津和郎. 潰れる大学・伸びる大学：経営診断2001年版. エール出版社, 2000.3, 184p.　大学全体の経営から図書館を眺めると、図書館のすべてをアウトソースするという見方もできる。　「若者に訴えるのは、大学教員の研究に打ち込む情熱であいてこない」(p.2)　「今後、私立大学が学生を増やすことは不可能に近く、大学間競争が激しくなるにつれて授業料は値下げに追い込まれていく。硬直的な支出構造にメスを入れる必要がある。大学法人支出の28％を占める教員の研究費支出を、悪平等な平均的配分を改めて、インセンティブを引き出す方式を確立し、15％台まで引き下げる。大学法人支出の27.4％を占める教員人件費に年俸制と任期制を導入して、20％に引き下げる。職員人件費は合理化により極限に達しているが、大学法人支出の18.4％を占める職員人件費を、アウトソーシング(外部委託)の対象としうる図書館・就職課職員をアウトソースし、11％に引き下げる。これにより、研究費13％、教員人件費7.4％、職員人件費7％、計30％近い節減効果がある。その結果、私立大学収入の10％を占める補助金が半減しても授業料を年間50万円に値下げしても経営を維持できる。」(p.105-8)

４－５．コンビニの販売戦略に学ぶ

· コンビニ、高い収益率　スーパー安売り合戦で悪化. 読売新聞. 2000.4.14, p.8 

· NIFTY / <流通フォーラム>(FRYUTSU) / 会議室：11 <コンビニ・FC>(激戦・サービス業) 

　大学の総経費に占める図書館経費の比率は、20年にわたって減少傾向にある。これは大学内での図書館の地位が相対的に低くなっている証拠である。 
　「少子化」「収入の減少」「就職率の低下」に直面している大学は、図書館の予算と人員を削減しながら、学生の付加価値を高めるため、授業と連携した図書館サービスの向上を求めている。 
　図書館は自らの存続をかけて、大学における新たな図書館の役割を創出しなければならない。大学も社会における大学の存続(入学者の数と質の確保)をかけて自己革新に着手しており、大学と図書館の改革戦略の整合性が重要である。 
　図書館は限られた資源を有効に活用して「学ぶ愉しさの演出」「情報活用能力を身につけるための演出」「快適空間としての図書館の演出」を図書館の新たな使命として、大学と学生に向かって自己革新をアピールしなければならない。その際に、図書館が何にたいして何ができるのかが重要である。

　図書館の機能を演出するためには具体的な「組織、人材、設備、商品構成、商品仕入の仕組み」が必要である。その時にコンビニの手法が役に立つ。 
· 品揃えのためのシステム(売上の8割を占める食品) 

· カウンターでのアルバイトの活用(人材の確保と育成) 

· 公共料金振込の窓口機能、カラーコピー機などの多様な集客商品・サービス 

· 入店を促すための窓側への雑誌コーナーの配置 

· 24時間営業 

　図書館の組織は３部門５業務に再編成し、各業務の監督はマネジメント能力をもった専任職員が行い、それ以外は「できるだけ」アウトソーシングする。従来の業務の質を落とすことなく処理できるように、マネジメント能力をもった職員の育成と、マニュアルと研修システムの整備が必要である。 
　組織の再編成を目指さなければ、近い将来に予想される図書館に配分される予算や人員の縮小に際して、図書館サービスの質を維持することは困難になる。以下は現行組織のもとでのアウトソース私案である。

管理部門 

　管理業務：政策の企画と立案、職員教育、組織・職員・予算の統括、渉外【専任】 
テクニカル部門 

　収集業務：発注、支払、受入、選書【選書のみ専任、そのほかはすべてアウトソース】　整理業務：資料組織全般【すべてアウトソース】 
パブリック部門 

　貸出・案内業務：貸出と簡単な案内業務【専任の当番制と半数のアウトソース】 

　参考業務：参考質問への回答、ＩＬＬ、書架管理、ネットワークとシステムの管理、 

　　　　　　利用者教育、市場調査、教材作成、卒業生への遠隔地サービス【複数の専任】

　管理業務と参考業務に重点をおき、優先的に専任職員を配置する。テクニカル部門の関連業界とのアウトソースは共生進化ととらえる。 

　参考業務では、担当者を固定して個人向けにカスタマイズしたサービスを開始する。ヘビーユーザーは教職員、大学院生になるが、先に述べた大学の直面している３つの危機に対応してサービスの主体は学生にすべきである。 

　貸出・案内業務は完全なコンビニのレジ形式として、図書館を便利で快適な「学生生活」を送るための情報空間として演出する最前線とする。集客した学生にたいしては、参考業務で、「学生生活」に役立つ情報活用能力を身につけるための援助を行う。学生が学ぶ愉しさを発見する手助けは教員がおこない、教員にたいしては、参考業務で教材作成などの援助を提供する。 

　情報活用能力は卒業後の「社会生活」にも有効である。卒業生にたいしてのサービスは地域住民へのサービスよりも優先させるべきである。電子メールなどの情報技術を使えば遠隔地への図書館サービス提供も困難ではない。
５．おわりに

　大学入試問題作成のアウトソースを、予備校が提案する時代である。図書館業務がアウトソースされるのも時間の問題であろう。しかし、アウトソースによっていくらかの経費削減が実現しても、具体的な「顧客満足」の成果が上がらなければ、生産性の向上が達成されたとはいえない。いま、教育機関に求められているのは「学ぶ愉しさの演出」「情報活用能力を身につけるための演出」「快適空間としての図書館の演出」などである。

　「アウトソース」から眺めれば、スキルのない専任職員より、スキルをもった派遣職員のほうが効率的である。また、現職者を育成するより、新規に雇い入れる方が効率的である。逆に「コア・コンピタンス」から眺めれば、専任職員の生産性をあげるために、職員のスキルアップが重要である。

　教育サービス産業である私立大学の「商品」は、卒業までに学生の付加価値を個人の資質に応じて伸ばすことである。教育サービス産業である大学が、職員の「育成」を放棄すべきではない。買ってよかったから、気づいてよかったへ。

　しかし、自己研修もＣＳも放棄しているようにしか見えない職員も少なからず存在し、この辺はアウトソースされても弁護することはできない。本質を抜きにしたアウトソースも危険である。

【表：文部省の建議と答申】

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

大学設置基準(昭和31年10月22日　文部省令第28号)

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

第１章　総則

(趣旨)

第１条　(短期大学を除く。以下同じ。)は、学校教育法(昭和22年法律第26号)その他の法令の規定によるほか、この省令の定めるところにより設置するものとする。

２　この省令で定める設置基準は、大学を設置するのに必要な最低の基準とする。

３　大学は、この省令の定める設置基準より低下した状態にならないようにすることはもとより、その水準の向上に努めなければならない。

(平成3年文部省令第24号、一部改正)

　　(略)

(図書等の資料及び図書館)

第38条　大学は、学部の種類、規模等に応じ、図書、学術雑誌、視聴覚資料その他の教育研究上必要な資料を、図書館を中心に系統的に備えるものとする。
２　図書館は、前項の資料の収集、整理及び提供を行うほか、情報の処理及び提供のシステムを整備して学術情報の提供に努めるとともに、前項の資料の提供に関し、他の大学の図書館等との協力に努めるものとする。
３　図書館には、その機能を十分に発揮させるために必要な専門的職員その他の専任の職員を置くものとする。
４　図書館には、大学の教育研究を促進できるような適当な規模の閲覧室、レファレンス・ルーム、整理室、書庫等を備えるものとする。
５　前項の閲覧室には、学生の学習及び教員の教育研究のために十分な数の座席を備えるものとする。

(平成3年文部省令第24号、追加)

参考　平成3年文部省令第24号(図書及び学術雑誌)

第40条　大学は、授業科目の種類に応じ、次の各号に掲げる冊数及び種類の図書及び学術雑誌(マイクロフィルムによるものを含む。以下同じ。)を系統的に整理して備えるものとする。

　　(略)

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

◆学術審議会. 大学図書館における電子図書館的機能の充実・強化について (建議) 1996.7.29.

　　　　　　　 <http://wwwsoc.nacsis.ac.jp/anul/material/kengi.html>

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

１ 大学図書館における電子図書館的機能の整備の必要性
　(1)情報二ーズの増大と多様化
　(2)電子的情報資料の増大
　(3)資料保存機能の向上
　(4)資料の有効利用
　(5)情報検索機能の向上
　(6)情報発信活動の支援
２ 電子図書館的機能の整備の基本的考え方
　(1)整備のためのビジョン策定
　(2)学内関連組織と連携協力の推進
　(3)大学図書館間の連携・協力の強化及ぴ相互運用性の確保
　(4)教育活動への配慮
　(5)著作権の保護，セキュリティの確保及ぴプライバシーの保護
３ 電子図書館的機能の整備の方策
　(1)資料の電子化の推進
　(2)施設・設備の整備
　(3)研究開発の推進
　(4)組織体制の整備
　(5)図書館職員の研修の充実
　(6)情報リテラシー教育への支援
　(7)著作権への対応
４ 電子図書館プロジェクトの推進等

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

◆大学審議会. 21世紀の大学像と今後の改革方策について－競争的環境の中で個性が輝く大学－ (答申) 1998.10.26. <http://www.monbu.go.jp/singi/daigaku/00000303/>

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

第１章　２１世紀初頭の社会状況と大学像
　１　２１世紀初頭の社会状況の展望と高等教育
　　　(1)高等教育を取り巻く２１世紀初頭の社会状況の展望等
　　　　　　－「知」の再構築が求められる時代－
　　　(2)我が国の発展と高等教育
　２　高等教育改革進展の現状と課題
　３　２１世紀初頭の大学像
　　　(1)高等教育機関の多様な展開
　　　(2)高等教育規模の展望
　　　(3)大学改革の基本理念　　－個性が輝く大学－
第２章　大学の個性化を目指す改革方策
　１　課題探求能力の育成　-教育研究の質の向上-

　　　(1)学部教育の再構築

　　　　　　1)教育内容の在り方―課題探求能力の育成―
　　　　　　2)教育方法等の改善―責任ある授業運営と厳格な成績評価の実施―
　　　　　　　i)授業の設計と教員の教育責任

　　　　　　　　　(略)

　　　　　　　　(エ)学習環境の整備
　教室外における学習を徹底させ，学生が主体的な学習に十分取り組むことができるようにするためには，指導を担当する個々の教員の努力に加え，図書館の座席数や必読図書の所要冊数の確保，開館時間や開館日，貸出期間など施設・設備利用の面を含め，学生が学習する場としての大学の学習環境の整備にもこれまで以上に留意する必要がある。
　　　(2)大学院の教育研究の高度化・多様化
　２　教育研究システムの柔構造化　-大学の自律性の確保-

　　　(1)多様な学習需要に対応する柔軟化・弾力化
　　　　　　　-学生の主体的学習意欲とその成果の積極的評価-

　　　(2)大学の主体的・機動的な取組を可能とするための措置
　　　(3)地域社会や産業界との連携・交流の推進
　　　(4)国際交流の推進
　３　責任ある意思決定と実行　-組織運営体制の整備
　　　(1)責任ある運営体制の確立
　　　(2)大学情報の積極的な提供
　４　多元的な評価システムの確立

　　　　-大学の個性化と教育研究の不断の改善-

　　　(1)自己点検・評価の充実
　　　(2)第三者評価システムの導入
　　　(3)資源の効果的配分と評価
　５　高等教育改革を進めるための基盤の確立等

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

◆学術審議会. 科学技術創造立国を目指す我が国の学術研究の総合的推進について－「知的存在感のある国」を目指して－ (答申) 1999.6. <http://www.monbu.go.jp/singi/gaksin/00000230/>

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

第１章　学術研究の意義と目指すべき方向 

第２章　学術研究の振興に当たっての具体的施策 

１　優れた研究者の養成・確保 

２　研究組織・体制の機動的な整備 

３　競争的研究環境の整備 

４　世界水準の研究基盤の整備 

　（１）政府支出の学術研究関係経費の拡充 

　（２）研究施設・設備の整備 

　（３）研究支援体制の整備 

　（４）学術情報基盤・学術資料の整備 
（ア）図書館を含む学術情報基盤，学術資料は，それ自身研究開発的側面があるだけでなく，（a）研究者間における研究資源及び研究成果の共有，（b）研究成果の一般社会への発信，啓蒙及び次世代への継承，（c）研究活動の効率化・安全の確保等に資するため，これらを整備することは，学術研究全体の進展を支える上で極めて重要である。

（イ）学術情報基盤，学術資料は，それがまさに学術研究のインフラ（基盤）であるがゆえに，整備の効果が見えにくく，効果を量的に評価することが困難であるため，ともすれば各種施策の中で優先順位が低くなる傾向にある。しかし，これらは競争原理や市場原理にゆだねることができない分野であり，学術研究全体の衰弱を招くことのないよう，一定規模の資本投下を継続して行っていく必要がある。 

（ウ）また，学術情報基盤の構築及び管理・運用を担当する研究者については，論文や特許と同様に，データベース，ソフトウェア，情報システム等も業績として積極的に評価する必要がある。 

　　①　学術情報基盤の整備 
（ア）情報ネットワーク 

（a）　学術情報センターを中心とした学術情報ネットワーク（ＳＩＮＥＴ）は，年々整備が進められ全国の国公私立大学等764機関（平成１１年３月現在）がこれに接続するとともに，国際的な情報交流を促進するため海外（アメリカ，イギリス，タイ）とも接続し，高速化，高度化を図ってきている。 

　また，産学官の研究情報の流通を促進するため，省庁の枠を越えて試験研究機関等を結ぶ省際研究情報ネットワーク（ＩＭｎｅｔ）及び民間ネットワークとの相互接続を行っている。 

（b）　学術情報の量は近年増大し，形態も多様化してきている。それらに対応したネットワーク，コンテンツ（文書，画像，データベース等のネットワークを流通する情報資源），アプリケーション（個々の応用目的をもったコンピュータソフトウェア）等，学術情報の基盤整備は大学等における教育研究活動にとって必要不可欠なものとなっている。 

（c）　情報ネットワークの整備については，情報通信技術が数年で急速に変化することを考慮しつつ，当面は学術情報ネットワーク（ＳＩＮＥＴ）を充実することが現実的である。 

（d）　また，情報ネットワークの整備に当たり，学内ＬＡＮの高機能化にも計画的に取り組むとともに，地域的あるいはグローバルなインターネット利用等も考慮したシステム構築が必要である。 

（イ）コンテンツ及びアプリケーション 

（a）　今後の情報流通を考えた場合，あらゆる情報（コンテンツ）は，全体的に見れば紙媒体のものから電子媒体のものへ移行する方向にある。 

（b）　デジタルコンテンツ作成に当たっては，予算の制約から，保存の必要がある貴重図書や速報性が求められる情報等から順次行うことが現実的である。 

（c）　コンテンツやアプリケーションソフトの大学等間の効率的な相互利用を図るため，中核的な組織で各種データベースのナビゲーション機能の充実を図る必要がある。 

（ウ）大学図書館 

（a）　図書館資料の収集に必要な予算は，対象となる文献等資料の価格の高騰や予算の実質的漸減傾向によってひっ迫している。資料購入予算の確保を図るとともに大学図書館間の分担収集，現物貸借や文献複写サービス等の機動的な相互利用を更に促進する必要がある。 

（b）　相互利用の前提として図書の目録情報，所在情報のデータベースが必要であり，目録所在情報の遡及入力は緊急に対応すべき課題である。 

（c）　大学図書館における電子図書館的機能の整備・充実を推進するとともに，図書や雑誌等の紙媒体資料に加え，画像資料や音声資料等の収集・充実を図る必要がある。 

（d）　図書館資料の保存スペースの不足が深刻であり，迅速なドキュメントデリバリー機能を備えた保存図書館（集中文献管理センター）を設置し，利用頻度が極端に少なくなった重複図書の廃棄について具体的な検討を行う必要がある。 

（エ）情報関連組織 

　図書館，大型計算機センター，総合情報処理センター等は，それぞれの目的に応じて設置されたものであるが，学内において教育研究を支援するための情報関連組織という共通の側面もある。各大学や組織の状況に応じて学内における人材や機器等の有効な活用の観点から，有機的な連携を強化することや，組織を再編成して一体化することなどの工夫を進める必要がある。 

　　②　学術資料の整備 

５　人文・社会科学研究の振興と統合的研究の推進 

　（１）人文・社会科学研究の重要性 

　（２）人文・社会科学研究の特性を踏まえた振興方策 
　　(略)

（イ）人文・社会科学研究においては，図書・資料，データベースを始め，これらの情報を検索するためのシステムや情報通信システムの整備が極めて重要であり，これらを総合的に整備し，研究のための情報基盤を充実する必要がある。特にデータベースについては，それが効果的に活用されるよう，全国的あるいは国際的に共用される大規模なものを構築することについても検討する必要がある。 
　　(略)

６　学術国際交流の推進 

７　社会的連携・協力の推進 

８　学術・科学技術の調和 
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

◆中央教育審議会. 初等中等教育と高等教育との接続の改善について (答申) 1999.12.16.
　　　　　　　　 <http://www.monbu.go.jp/singi/cyukyo/00000305/>
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第１章　検討の視点
第２章　初等中等教育の役割
第３章　高等教育の役割
第４章　初等中等教育と高等教育との接続の改善のための連携の在り方
　　　　　　(略)

　第３節　具体的な教育上の連携方策
　(1)高等教育を受けるのに十分な能力と意欲を有する高等学校の生徒が

　　　　大学レベルの教育を履修する機会の拡大方策
　(2)大学がその求める学生像や教育内容等の情報を的確に周知するための方策
　(3)高等学校における生徒の能力・適性・意欲・関心等に応じた進路指導や

　　　　学習指導の充実
　(4)入学者の履修歴等の多様化に対応して大学教育への円滑な導入を図る工夫
　　(略)

　さらに，入学直後の，いわば大学教育への導入の段階で大学における学習方法，図書館や参考文献の活用法，コンピュータやインターネットの活用法，ディベート法，プレゼンテーション技術，コミュニケーション法，問題抽出・設定法，論文作成法など自己選択，自発的学習を前提とした大学教育に円滑に移行するための方法論からなるガイダンスも充実を図っていく必要がある。

　(5)高等学校関係者と大学関係者の相互理解の促進
第５章　初等中等教育と高等教育との接続を重視した入学者選抜の改善
第６章　学校教育と職業生活との接続

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

現代の図書館. 36(4) p.224-233 (1998.12)　<http://www2d.biglobe.ne.jp/~st886ngw/hasegawa/manage.html>

図書館経営における課題と文献展望

０．はじめに

　正しい情勢判断と適切な戦略，それを機敏に具体化する力をもった組織にとっては，競争相手が不振にあえぐこの時代こそ，大きく業績を伸ばすチャンス（好機）の時代である．景気の停滞や個人消費の落ち込みによって，営利組織は業績不振にあえいでいる．また，官公庁・地方自治体，教育機関，研究機関等の非営利組織は，財源不足に悩まされている．しかし，すべての組織が不振なわけではない．社会情勢の変化への対応を誤らず，適切な戦略をもって新たな活動を展開している組織は，順調な成果を達成している1)．

　ソニーは，大半の企業が個人消費の低迷による業績不振のなかで，好調に業績を伸ばしている．ゲーム機・プレイステーション，平面テレビ・ベガ，薄型パソコン・バイオなど個人向け商品が大ヒットし，1998年度3月期決算で過去最高の売り上げと利益を上げている．ソニーが利益を伸ばしているのは，技術開発とマネジメントの力といわれているが，過去におけるビデオでのベータ方式の敗退，パソコンからの一時撤退など，常勝というわけではない．「商品というものは「安い」ということではなく，本当は「欲しくないか」ということでしょ．幸い当社がつくるものは，みんなが欲しがるものが他社に比べて少しは多いということで，売れているんだよね」2)とのソニー社長の談話がある．

　利用者の「欲しくなる」図書館へ，設置母体の「欲しくなる」図書館へと変革していくこと3)-7)が今後の図書館の使命となる．図書館の経営的な課題は，利用者と設置母体の求める図書館像と図書館員の求める図書館像が大きくずれ始めたところへ，職員・予算などの資源縮小という悪条件が重なって，多様に拡大するサービス要求をうまく捌ききれなくなった点にある．設置母体と館員の認識の不一致は，図書館の運営について顕著に存在し，そのため，図書館の存在基盤そのものも揺らぎはじめている．図書館の役割や運営についての認識を一致させるには，図書館のアイデンティティーを確立し，図書館を広く設置母体や社会全体にたいしてアピールし，図書館の存在基盤を確固たるものにしなければならない．また，限られた資源を有効に使ってサービスを高度化し，図書館の役割をさらに拡大するためには，適切で積極的な経営戦略の立案・遂行が必要になってくる．

　本稿では，図書館経営における課題の概略を示した．最初の「拡大と縮小」では図書館のおかれている現状を展望した．次に，図書館が周囲からどのように見られているのかを「存在基盤の強化」で，これからの図書館は何をすべきなのかを「アイデンティティーの確立」で概観した．最後に「積極経営のすすめ」を一つの解決策として提示した．参考文献では，管理職と現場職員の両方にとって図書館の経営管理を考える上で有用かつ刺激的なものを紹介した．

１．拡大と縮小

　近年の図書館は，図書館サービスを高度化しつつ，拡大する図書館サービスへの需要をこなさなければならない．しかし，設置母体の業績不振を反映して，大多数の図書館においては，人員と予算が不足しがちである．この厳しい状況は，館種が異なる公共図書館，大学図書館，学校図書館8)，専門図書館でも，海外9)-10)でも変わりはない． 

　図書館サービスの拡大には以下のものがある．

　　a)図書館の利用対象の拡大

　　b)図書館機能の拡大

　　c)サービスと利用者の多様化

　大学図書館では学外者や地域住民への解放，公共図書館では広域利用などの在住・在勤者以外へのサービス解放が，社会的要請によって開始され始めている．大学図書館でも障害者サービスを日常業務として検討し始めている11)．大学図書館と公共図書館の館種を越えた協力も一部で実施されている．

　図書館機能では，コンピュータ技術とネットワーク技術の進展による総合目録，OPAC，オンラインDB，インターネットなど，検索機能の拡充がなされ，それにともなって，図書館間相互協力も増加している．大学図書館においては，日本の大学図書館の総合目録であるNACSIS WebCat <URL:http://webcat.nacsis.ac.jp/> によって所在確認が容易になり，現物貸借が増加している．現物貸借は発送・返送・料金決済にかなりな作業を要し，図書館業務を圧迫し始めている．

　情報媒体の多様化により，図書館のサービスや利用者が多様化し，図書館で取り扱う資料の種類も拡大している．CD-ROM，オンライン検索，インターネットの導入に関する予算措置，利用者への操作説明，機器のメンテナンスやバージョンアップ，館員向けの操作研修など，新たに発生した業務量は少なくない．図書，雑誌，視聴覚資料に続く第四の資料群が出現したといえる．また，図書館の社会への定着に伴い，利用者の要求は量的に増加し，質的にも高度化している．これらのサービスの拡大化傾向は今後も続くものと考えられる．

　サービスの拡大にも関わらず，図書館資源は縮小している．

　　a)図書館予算の減少

　　b)図書館職員の量的な減少と能力低下

　　c)組織疲労による損失

　図書館予算は金額的には据置か削減傾向にある．また，図書館機能拡大に伴う施設・設備などの運営費の拡大と資料費のバランスをとることも必要になり，予算は相対的にも減少している．

　新設される図書館があるので図書館職員の総数は増加しているが，各館レベルでは量的に減少している．さらに，利用は増加しているので，人員は相対的にも減少している．利用増加に投入できる労働力の不足は，職員の生産性を向上させることが唯一の解決策である．個人の能力を開発するか，安い賃金の職員を採用するか，業務によってその辺を使い分けることも必要になってきている．

　機能拡大に比べて館員の質的低下もある．情報通信環境の充実に比べてコンピュータ・情報リテラシー研修の遅れにより，相対的な能力低下が生じている．これを防止するには，管理者側からの全面的支援による職員研修が不可欠である．また，設置母体内の図書館以外の部門との人事交流の促進により，さらに現場研修の必要性は増している．

　「決められた収入を配分して運営を行う」だけの従来型の組織は，組織疲労を起こしている．組織の環境への不適応による非効率的な図書館運営の再編と職員の意識改革が重要な課題である．人員と予算の効率的運営のために，図書館の使命を明確にし，資源(人・金)をある方向，ある対象，ある地域に集中する一点集中の方法を採用することもこれからは必要である．

　以上から，限られた資源で生産性を向上させるため，図書館においても営利組織的な経営感覚が必要になってきていることがわかる．

２．存在基盤の強化

２－１．存在基盤の状況

　図書館は，組織内での存在基盤の強化・再構築という課題に直面している．図書館は，設置母体の生産性に間接的にしか貢献していない．所詮，情報や資料の提供という形態の図書館サービスは，他の社会教育施設と同様に，通常は設置母体の生産性に直接的な貢献はできない．にもかかわらず，図書館は，設置母体のなかでかなりの予算を使って独自の活動を行っている存在である．そのような図書館が，設置母体が認めるほどの費用にみあった成果を上げることができない場合には，図書館サービス自体が資源の浪費とみなされる危険性も否定できない．逆に，図書館の経済効果を前面に出し，図書館の存在基盤の強化に成功している例もある12)-14)．

　(表１)は，大学図書館における一校当たりの大学総経費と図書館総経費の比較である．大学図書館においては，図書館経費は総額として増加している．しかし，図書館経費の大学総経費に占める割合は縮小している．大学経費の伸びに図書館経費の伸びが追いついていない状況からは，大学における図書館の位置づけの低下傾向がうかがえる．コンピュータ化，ネットワーク化への投資が増加して，資料費の割合が減少し，運営費の割合が増加している状況もあり，今後の図書館のサービス戦略と経費配分のバランスを検討する必要もでてきている．

(表２)は，地方財政における普通会計歳出および社会教育費と図書館費の比較である．公共図書館においても図書館費の総額としての大幅な増加がみられる．年間数十館にも及ぶ新館建設が総額の増加に大きく貢献している．それ故に，図書館市場自体は拡大傾向にあるといえる．図書館費の社会教育費に占める割合も増加しており，図書館の自治体内での地位向上も伺える．しかし，個別館レベルで見ると，元気な活動を続ける館15)-17)が全体額を引き上げている裏側で，予算の減額している図書館が多数存在している18)．

　地方財政の危機19)のなかにあって，図書館は他の文化・教育施設（公民館，博物館，体育施設，青少年教育施設，婦人教育会館，文化会館，文化財保護など）と比較して健闘している．しかし，個々の館の状況は，設置母体の財政状況，設置母体の図書館への理解度，図書館自体の抱える資源の充実度などにより様々である20)-21)． 

２－２．設置母体の求める図書館とその運営

　大学の教育方針は図書館の運営方針に大きく影響する．大学改革の方向には，入口規制型，出口規制型，大衆化受容型の３タイプがある．大学審議会「中間まとめ」22)では，「卒業時における質の確保を重視したシステムへの転換が必要」として，出口規制型のようにみえる．しかし，少子化が続くなかでは，多くの大学は，個人の個性を尊重し，個々の学生の付加価値をいかに高めるかに重点を置く大衆化受容型に転換せざるをえないだろう．大学が大衆化受容型に転換するならば，大学は卒業生のその後の教育にもある程度関わる必要がでてくるだろう．生涯教育23)という場面で，大学図書館と公共図書館の戦略的な協力関係がクローズアップされることもあるだろう．

　「大学設置基準の大綱化」「大学の自己点検評価」の動きと並行して，大学図書館では図書館機能の強化・高度化24)-26)に対応し，電子図書館の方向に進んでいる．

　大学設置基準の大綱化27)，電子化，規制緩和，地方分権化の流れのなかで，図書館の選択できる道は複雑になってきている．

　公共図書館においては，文部省生涯学習審議会「社会の変化に対応した今後の社会教育行政の在り方について(生涯学習審議会(答申))28)により，館長資格の撤廃，無料公開原則の修正，業務委託など，図書館運営における設置母体の意向が強く反映される状況に変化しつつある29)-34)．

２－３．利用者の求める図書館とその運営

　利用者の立場による的を得た報告35)がある．ここでは，リーディングルーム(図書閲覧室)の貧弱が指摘され，図書館の建物としての機能を求めている．また，図書館が本の運命(たとえば本の電子化)36)にあまりにも関心を持たずにいるようにみえるとして，本の持つ多様性を維持し続ける責任を，図書館が惰性的に放棄してしまおうとしている危険性も指摘されている．さらに，新しい市民図書館像を固めて，それを積極的に外の世界にアピールしてゆかないと，地域の図書館は，国や行政の冷酷なあしらいから身を守ることすらできなくなってしまう，と図書館運営に関する分析も行われている．津野氏の，貸出図書館という看板のかげで一切合切が何となく中途半端に処理されてしまっているという意見は，根本氏による日本の戦後公共図書館の歴史37)からも納得できる．利用者からの指摘を真摯に受け止めて，利用者の求める方向に図書館は変わっていくべきである38)．

「すでに定まった質問や目的や要求に対応する技術ではなく，対話的な出来事のなかで生起し浮上し変化する何ものかを発見し，時にはミスやエラーをも許容し織り込みながら，資料提供への回路を見いだしていく想像力を専門性と呼んでみるなら，そこにはもはや対象の大人・子供の区別はないといってよい．また，その想像力はカウンターの向こう側を往来する，あらたまった資料相談などおそらく生涯に一度たりとも試みることのないような多くの無言の来館者一人一人との暗黙の交信を可能にさせ，さらに一冊一冊の「選書」という行為にも及んでいくにちがいない」39)という指摘にあるとおり，図書館員の想像力に磨きがかかれば利用者の潜在需要をつかむことは可能である．

３．アイデンティティーの確立

３－１．図書館と利用者との関係

　先の「1.拡大と縮小」で述べたように，資源不足の時代においては，図書館自身が自分は何をしたいのかをはっきりと設置母体や利用者に説明しなければ，両者から協力を得ることはできない．設置母体の求める図書館，利用者の求める図書館，それに図書館員の求める図書館の３つが図書館のアイデンティティーを考える上での要素である．アイデンティティーの確立は，図書館における重要な課題の一つである．限られた資源を，従来のように「決められた予算を配分し，運営を行っているだけ」の漫然とした組織の将来は暗い．「力を一点に集中して，あるものを立ち上げた後，今度は全体としてのレベルアップを図る」など，資源の有効活用が必要とされる．以下の５点を明確に出来ない組織の将来は危うい．

　　a)何をする組織なのか (使命)

　　b)誰を相手にするのか (顧客)

　　c)何を期待されているのか (要求)

　　d)成果・生産物は何なのか (成果)

　　e)何が出来るのか (資源・計画)

　図書館は図書館資料を住民や学生に無料で提供する．この図書館機能は，税金や授業料の還元であり，利用者にとっては当然の権利である．しかし，サービス提供の窓口と，料金徴収の窓口が異なるだけで，利用者は図書館サービスにたいしてある代価を支払っており，図書館は有料のサービスを提供している．図書館自身の立場を対外的に明快にするためにも，「価値のないものには料金を払わない」「価値のあるサービスは高く売れる」など，利用者と図書館の間の「経済行為」が存在することを認識すべきである．

３－２．カシオの戦略

　カシオの歴史40)によれば，1946年4月に設立された「樫尾製作所」は航空機部品のメーカーであったが，トランジスタを使用した1965年9月のデスクの上に載るサイズの”電子式卓上計算機”からさらに小型化を進め”電卓”を開発した．電卓は，簡単な買い物の計算から複雑な科学計算まで，計算という機能を誰もが簡単に行うことを可能にして，「低価格化技術」により生活必需品になっている．1974年11月には，デジタルウオッチ”カシオトロン”を発売し，電子楽器，デジタルカメラ，ハンドヘルドコンピュータなどのデジタル分野に様々な商品を送り出している．これらはすべて計算機開発のための「デジタル技術」「小型化技術」の応用である．デジタルウオッチには”落としても壊れない時計”という新しいコンセプトが追加され，1983年に「G-SHOCK」41)が開発された．デジタルウオッチの歴史は，精密機械産業への「異業種参入」，デジタル技術の応用による時を計る「機能の高度化」，新製品開発による「市場創出」の歴史である．カシオはアイデンティティーを変容させ現在の発展を築いたといえる42)．

３－３．紙と電子のミックス

　情報の電子化は，図書館機能を拡大し，図書館の存在基盤の強化を実現する梃子となる．図書館資料の幅が電子媒体で広がるならば，それを図書館サービスに積極的に取り込み，従来型の図書館とネットワークを用いた電子図書館をミックスした，新しいタイプの図書館を目指し，あらゆる情報媒体の提供を図書館の使命とすべきである．これが今後の図書館のアイデンティティーとなる．

　インターネットへの「ポータル」(入り口：portal)を目指して43)，行政情報やカリキュラム，講義内容などの大学情報などへのアクセスを確保したり，電子ジャーナルにおけるアグリゲーションサービス，ワンストップショッピングを提供44)することは，図書館の新たな役割として対外的にも強力な武器となる．インターネットにより，職員の意識改革と利用者の意識改革が同時進行することも考えられる45)-46)．

　また，紙の印刷物は電子媒体より強く47)一本調子の電子図書館への傾倒は考えものである．館(やかた)としての図書館と，セラピストとしての図書館員という方向48)-49)も相変わらず重要である．

　図書館が新しい時代に適応して電子化された情報を扱うようになればなる程，古くからある人類の知的文化遺産を保存し後世に伝えていくという従来の図書館の機能が重要になってくる．「電子化情報の流通」と「知的文化遺産の保存」は，図書館の重要な二つの機能である「コンテンツ（蓄積された情報）」と「流通手段」を代表しているのであり，転換期の図書館は，この二つの機能をどのようにバランスよく組み合わせて維持していくかが問われている50)．

４．積極経営のすすめ

４－１．図書館経営

　従来型図書館と電子図書館をミックスした新しい図書館像の形成と，そのための経営戦略に関しては『中小レポート』51)とそれに関わる一連の論考52)-56)が参考になる．

　『中小レポート』を土台にして理論的な出発をした日野市立図書館は，「市民の自立を助けることが図書館の本質であるとの認識に立つ」「市民の抱いている図書館観を変えるために，図書館員自身を変革する」「図書館の変革を実行するために仕事をある方向，ある対象，ある地域に集中する一点集中の方法をとる」などの方向性を明確にした．さらに，図書館が提供する本の力，本が持っている人間に与える力，本の力を受けとめる市民の知的好奇心，向上心に頼って，理論を実践する課程において，図書館を担い，新しい理論をつくる人材をもつくっていった57)-58)．

　電子や紙，コンピュータやネットワークという，媒体や手段が新しく追加されても，新しい運営パターンを作り上げるという点で，『中小レポート』から『市民の図書館』59)に至る手法は現在も有効である．

　96年8月の「図書館法施行規則の一部を改正する省令」により，司書の講習科目に図書館経営論が設けられた60)．それに伴い従来からの大学図書館の経営論61)-64)に加えて新たな公共図書館の経営論65)-67)も発行されている．

４－２．とにかく行動を：「一太郎」の油断

　存在基盤の強化とアイデンティティーの確立という２つの課題を解決するために，景気停滞，規制緩和，地方分権，少子化，インターネット，電子図書館などの時流を，図書館発展の好機ととらえて積極的な図書館経営を行っていきたい．お粗末な意志決定や間違った行動は修正することができても，失った機会を取り戻すことはできないので，とにかく行動を起こすことが肝心である68)．

　ジャストシステム社(Just社)は，1997年7月に新社屋を完成し，同年10月に株式の店頭公開をしたにも関わらず，1998年3月期決算は赤字に転落した．マイクロソフト社(MS社)の「ワード」が「一太郎」のシェアを奪って，急速に拡大しているからである．ワープロソフトである「一太郎」は，Just社の売上高の８割を占める同社の主力商品である．1995年には「置けば売れる」という状況で，「一太郎」がワープロソフト市場の８割のシェアを占めていた．MS社は，世界市場でのデファクトスタンダードになっていた「ワード」と表計算ソフト「エクセル」の統合ソフトを日本市場に投入し，さらに，明確なリベート体系の導入によりMS社製品の販売意欲を刺激し，小売店の店頭での営業活動も活発に行ったため，MS社のシェア拡大に拍車がかかった．

　Just社の社名は，創業理念の「大きすぎず，小さすぎず，高すぎず，お客さんに一番満足してもらえる商品を」に由来する．しかし，百億円の本社ビルの建設など，業績の急成長によって，体力を上回る体制が組みあがってしまった．また，赤字転落をうけて，1998年春には社員のリストラが発表され，社員の志気への悪影響も懸念されている．「一太郎」神話崩壊の原因には，「ナンバーワンであったために地道なマーケティングを怠ってきた」「本社が徳島にあって市場の変化についていけなかった」「MS社を意識しすぎて機能の肥大化を招いた」などがあげられている．今後の課題として「営業力・マーケティング力の強化」「社員の志気向上」「Just社らしい研究開発体制の確立」などがあげられる．「人員・経費削減による損益分岐点の引き下げ」「成長事業への選別投資」などの再生策は，拡大路線への決別宣言である．累積出荷本数1200万本という資産を生かして，潜在需要を掘り起こすことが復活の鍵となっている69)-70)．

　市民参加を力とした図書館づくり71)-73)からは，多くを学ぶことができるし，また，学ばなければならない．

４－３．生産性の向上

(1)エラーの回避

　製造業では，不良品率を下げることが生産性の向上につながる．一個の不良品のために十個の製品の販売による利益が消えてしまうことになる．図書館サービスでは，資料の探しにくい配置や資料自体を所蔵していないことよって，求める資料をすぐに提供できなかった場合，職員による客への応対の拙さや不適切な人員配置などによって，利用者が満足を得ることのできなかった場合がこれに相当する．

　図書館において良い商品の仕入れ(図書選択)は重要である74)-75)．求められた資料が所蔵されていないのは大きな問題でるが，相互利用の発達によって，必要な資料を一つの館で全てそろえる必然性は薄れてきた．それだけに自館の資料で利用をまかなえる確率の高さは図書館の大きな評価ポイントとなるに違いない．

　不適切な人員配置による業務組織も問題である．熟練しても生産性がそれほど上がらない労働集約的な業務は自動化させることが得策である．付加価値の高い業務には，新人よりも熟練した職員を配置し，生産性の悪化につながる無用な館内外への異動は避けるべきである．適正な人員配置のための人事異動と，教育・研修による職員の能力開発による本来的な人事政策による職場の活性化は，生産性向上の大きな要因である．

　積極経営を推進し，それが軌道にのるまでの間は，失点をしない堅実な経営でエラーを回避しなければならない76)．

(2)組織整備

　資源不足の時代に成果を達成するには，生産性を向上させなければならない．サービス産業の生産性向上とは，一人当たりの売上高，売り場面積当たりの売上高を増加させることである．図書館の売上げは，貸出冊数や顧客の満足度である．組織の再編成と評価77)-86)も必要になる．定量的な達成度を測ることは可能であるが，顧客の満足度などの定性的な評価指標は今後の整備が待たれる．

　生産性向上には４つのパターンがある．

　　a)売上拡大：現在の人員，経費のまま，売上げを増加させる，

　　b)経費節減：売上げを落とさず，人員，経費を節減させる，

　　c)経営拡大：人員，経費を拡大し，売上げをそれ以上に増加させる，

　　d)効率経営：人員，経費を節減し，さらに売上げを増加させる．

設置母体は「2)経費節減」を選択しようとしている．利用者にとっては「3)経営拡大」がベストである．図書館は「1)売上拡大」に傾いているようである．コンソーシアム87)-88)などにより電子雑誌やDBを共同利用することがこのパターンになる．また，売上げ，人員，経費も据置のまま第5の選択肢としての「現状維持」としかみえない運営を行っている館も多い．私立大学では，学生獲得戦略としてのアメニティ向上に力を入れた結果，教育サービスの向上に直接結びつかない過剰な固定資産投資が行われており，有形固定資産投資の水準が高くなっている大学も多い89)．この場合は，経費が増大するだけで売上げに貢献しない「非効率経営」ということになる．しかし，図書館では，設置母体の財政状況と利用者の願望を両方満たすことのできるもっとも困難な「4)効率経営」を目指すことを目標に掲げ，対外的にアピールすべきである．国立大学や地方自治体をはじめとした定員削減が続く組織においては，このパターンが唯一の選択肢になる．

　受付窓口や一般デスクワークなどの，専門的知識やスキルを必要としない一般事務職のカテゴリーは，嘱託・アルバイト・アウトソーシングでの代替を考える．今後，大学職員は「行政管理職」と「専門職」に二局分化していく運命にある90)との指摘もある．図書館の業務の二局化91)への対応を考える必要がある．過去においても図書館の業務分析92)-93)はなされているが，組織の再編成の際に，エラーを生じない組織に改善することが肝心である．

(3)業務整備

　図書館はサービス業のようであるが，労働集約的な業務が多く，多額の設備投資を必要とすることから，製造業とも多くの共通点が見いだせる．図書館の経営管理においては，人員と施設・設備の有効活用による効率経営を目指すことが必要である．

　図書館では図書関係費の相当な部分をかけて運用してシステム化が進行している．このコンピュータ，LANをフルに活用して，図書館の資源の運用効率を上げることが必要である．カード目録が消滅してOPACに変換されるなど，電子化しやすいものはどんどん媒体変換されていく．コンピュータ化による業務の合理化，オンライン検索やCD-ROM等の新しいメディアの導入による図書館サービスの高度化は，図書館の生産性を向上させ一定の成果を達成してきた．これまでは，特に経営的な問題を考慮しないでも事態は前進してきたが，今後は経営的な手法を用いてさらに生産効率を上げなければ，設置母体を納得させることはできない．

 (4)マルチソーシング

　図書館・情報関連の業者では，アウトソーシング(外部委託)や自動化による図書館業務の合理化提案94)を積極的に行っている．発注・受入業務，目録・装備業務，夜間開館95)，自動貸出96)，電子図書館，外国雑誌業務はすでにアウトソーシング可能な状況に到達している．

　佐々木氏は，図書館におけるひとつひとつの業務ボリュームの大きくない多種多様な業務は「むしろ，業務プロセス全体のなかで，必要はスキルを積極的に外部から取り入れて，業務プロセスの質を低コストで高めていく」マルチソーシング(共同運営)に適していると提案97)している．同様にアウトソーシングを共生進化ととらえる考え98)もある． 

(5)人員整備：能力開発

　公共図書館では「通年開館と職員不足により，労働条件が悪化して，短期間のうちに人が入れ替わり経験の蓄積が出来ない事態となっている．不規則勤務は，職員間の意志疎通やミーティングの機会をも減らしていく．仕事の核となるべき職員が減り，知識や経験の伝達の場が減少してゆくなかで，職員集団の力量が高まることはない」99)，同様に大学図書館における人事異動や職員の削減100)も大きな問題となっている．

　積極経営を行うには，リーダーシップ101)-102)と，それに応える現場の職員の能力強化が不可欠である．縮小する経営資源(人と経費)によって拡大するサービスに対応しなければならない状況では，人的資源に負担がかからざるを得ない．それ故，図書館に限らず一般に，部下は上司のリーダーシップ不足を嘆き，上司は部下の能力のなさに悩まされ，お互いに責任を転嫁しがちである．内部的な対立が表面化しないうちに，早急な職員の能力開発が必要である103)-105)．人事異動や人材育成プログラムの欠如による中間マネージャーや中間リーダーの不在も，積極経営の深刻な障害となっている．

おわりに

　図書館サービスが拡大し，図書館の人員と予算が不足する状況では，図書館の使命を明確にし，利用者の指示を背景にして，設置母体に向かって図書館の存在を効果的にアピールすることが重要になる．そのためにはひとりひとりの図書館員の能力強化が必要になる．管理職も現場職員もすべての図書館員が目的意識をもって「図書館経営における課題」に取り組まなければならない．末尾の文献リストがそのための一助となることを願っている．

　また，課題の解決には，個々の図書館(員)の努力だけでなく，他館種とも協力した取り組みが望まれる．公共図書館の取り組みは，大学図書館員の視点を広げてくれる．大学図書館の事例も公共図書館の役に立つはずである．日本図書館協会で活動中の「学校図書館問題プロジェクトチーム」「図書館の基準のあり方を検討するワーキンググループ」「専門性の確立と強化を目指す研修事業検討ワーキンググループ」等の成果をもとに活発な議論がなされ，何よりも個々の図書館でそれぞれに具体的な取り組みが開始されることを期待している．
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【『文部省大学図書館実態調査報告』より作成】


(千円)
'80(S55)
'85(S60)
'90(H2) 
'95(H7) 
'96(H8) 

国立
a.大学数(校)
92
95
96
98
98


b.大学総経費
10,520,157
13,274,478
15,595,666
19,515,870
19,511,032


c.図書館総経費
352,565
395,387
446,772
470,756
480,973


c/b
3.35%
2.98%
2.86%
2.41%
2.47%

私立
a.大学数(校)
318
331
372
415
425


b.大学総経費
3,361,462
5,083,302
5,762,492
6,195,983
6,242,167


c.図書館総経費
148,144
207,732
249,943
265,701
266,174


c/b
4.41%
4.09%
4.34%
4.29%
4.26%

(表２：公共図書館：地方財政普通会計歳出，地方財政社会教育費と図書館費[全国合計])

【『文部統計要覧』『日本統計年鑑』『日本の統計』より作成】




(館数'84)

(館数'93)
（館数'96)


(億円)
'81(S56)
'85(S60)
'90(H2)
'94(H6)
'95(H7)


a.図書館数(館)
80
69
70
66
66


b.本館数(館)
60
59
55
56
55

県
c.職員数(人)
2,033
2,009
1,913
1,928
1,934

立
d.普通会計歳出
263,720
304,310
428,880
501,450
528,235


e.社会教育費
1,550
1,944
3,147
4,825
5,208


f.図書館費
193
236
351
606
502


f/d
0.07%
0.08%
0.08%
0.12%
0.10%


a.図書館数(館)
1,319
1,541
1,844
2,070
2,292


b.本館数(館)
1,020
1,175
1,384
1,517
1,701

市
c.職員数(人)
7,803
8,928
11,031
12,380
13,680

町
d.普通会計歳出
260,610
294,740
412,280
505,570
533,033

村
e.社会教育費
8,958
10,312
17,190
22,279
22,817


f.図書館費
957
1,198
2,213
2,895
3,004


f/d
0.37%
0.41%
0.54%
0.57%
0.56%
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